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情報処理実態調査の結果について 

【調査結果のポイント】 

１．平成 18 年情報処理実態調査の結果をとりまとめたところ、平成 17
年度の一社平均の情報処理関係諸経費は、前年比▲7.5％（10.4 億円→

9.6 億円）と 2 年ぶりに減少した。 
２．インターネット EDI（Electronic Data Interchange；電子データ交換）

等の利用企業の割合は前年度 48.0％から 52.2％へ、電子タグの利用企

業の割合は前年度 2.2％から 2.5％へとそれぞれ上昇し、企業間の情報

共有基盤の普及が進んでいることがうかがわれる。また BtoB EC
（Electronic Commerce；電子商取引）の実施企業割合は、購入では全

27 業種のうち 26 業種、販売では全業種で前年度より上昇し、EC 拡大

の裾野が広がっていると思われる。 
３．セキュリティトラブルが発生した企業の割合は 55.3％から 35.9％へ

低下する一方、システムトラブル及び重要情報の漏洩の発生企業の割

合は増加しており、情報セキュリティトラブルの発生状況は、コンピ

ュータウィルスによるものから、内部要因によるものにシフトしつつ

あることがうかがわれる。 
４．平成 18 年調査のトピックス調査として実施した個人情報保護の対策

状況をみると、社内規程類の整備について運用段階まで達している企

業が 63.0％を占めるなど、平成 17 年度の個人情報保護法全面施行に

伴い、対策を講じている企業が多かった。しかし、この社内規程類の

運用状況を定期的に点検している企業は 40.6％、従業員の個人情報保

護教育について内部研修会を 2 度以上実施している企業は 29.6％にと

どまるなど、対策の見直し・改善に向けた取り組みが不十分とみられ

る企業が多かった。 

１．調査対象範囲 

日本標準産業分類に準拠した 27 業種、資本金 3,000 万円以上及び総従業者 50 人以上の民

間事業者 9,500 事業者。 

２．調査対象期日及び調査対象期間 

調査対象期日：平成１８年３月３１日現在 
調査対象期間：平成１７年４月１日～同１８年３月３１日までの１年間（平成１７年度） 

調査結果の内容については、別添１（報告書概要）、別添２（報告書）を参照。 
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